
「中小企業の事業再生等に関するガイドライン」の活用実績

 中小企業の円滑な事業再生や廃業の促進に向け、全国銀行協会を事務局として策定された、民間金融機関
の自主的なガイドライン（2022年4月より適用開始）。平時を含めた金融機関・中小企業のそれぞれの対応
の在り方や、事業再生や廃業時の私的整理手続等を定めている。

 官民金融機関による2025年度の本ガイドラインの活用実績として、再生型（債務減免を含む）93件、再生
型（債務減免を含まない）17件、廃業型112件の計222件の事業再生計画・弁済計画が成立したことを、
金融庁・中小企業庁にて確認。

官民金融機関による本ガイドラインの活用実績（事業再生計画等の成立件数）

都道府県別の事業再生計画等の成立件数（事業者の所在地ベース、2022年度～2025年度累計）

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 合計

再生型 19 75 97 110 301

債務減免を含む 11 45 80 93 229

債務減免を含まない 8 30 17 17 72

廃業型 9 58 120 112 299

合計 28 133 217 222 600

※銀行、協同組織金融機関、日本政策金融公庫及び商工中金による実績
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※（）内は2025年度の活用実績
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